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Ⅰ 対象事業の概要 

  環境影響評価法（平成９年法律第81号。以下「法」という。）第６条第１

項に基づき、事業者であるＪＦＥスチール株式会社から、平成27年３月10

日に送付のあった環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）の概要

は次のとおりである。 

 

１ 事業の名称 

   ＪＦＥ扇島火力発電所更新計画 

 

２ 事業者 

ＪＦＥスチール株式会社 

 

３ 事業の目的 

  ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所（京浜地区）内に位置するＪＦＥ

扇島火力発電所では、製鉄所の製造工程で発生する副生ガスを燃料として

発電し、製鉄所内で必要な電力の大部分を賄っている。 

この事業では、昭和51年の稼動以来40年近くが経過して老朽化が進んで

いる発電設備の１号機を更新することで、製鉄所の安定操業に資するとと

もに、コンバインドサイクル発電方式（※１）を採用することにより、エネ

ルギー利用の効率化を図る。 

（※１ ガスタービン及び汽力（蒸気タービン）を組み合わせた発電方式） 

 

４ 事業の内容 

  この発電所では、現在、１号機から４号機までが稼動しており、その

うち汽力発電方式の１号機（出力13.5万キロワット）を、コンバインド

サイクル発電方式の新１号機（出力25万キロワット級）に更新する。 

また、冷却水の取放水設備や送電線などの既存設備を最大限に活用する

ことにより、工事に伴う環境負荷をできるだけ抑える。 

 

５ 事業実施区域 

  事業実施区域は、川崎市川崎区扇島１番地１の製鉄所内に位置する約69

万平方メートルの範囲である。 

 

６ 事業実施区域の環境 

  事業実施区域は、京浜運河に面した臨海部の埋立地で、工業専用地域で

ある製鉄所の敷地内に位置する。本区域内の自然環境としては、事業者が

人工的に造った、池と樹林を含むビオトープや植栽樹林などが存在してい

る。 

 

別 紙 
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Ⅱ 審査会の審議結果等 

１ 審査会の審議結果について 

法第10条第１項に基づき方法書について知事の意見を述べるに当たり、

平成27年３月23日に、神奈川県環境影響評価条例（昭和55年神奈川県条

例第36号。以下「条例」という。）第75条第６号に基づき、神奈川県環

境影響評価審査会（以下「審査会」という。）に諮問し、以降５回にわ

たり審議が行われ、同年８月４日に答申があった。 

答申では、発電設備の基本的な情報を分かりやすく示す必要があること

や更新前後の排熱などについて指摘があった。 

 

 ２ 環境の保全の見地からの意見を有する者からの意見について 

法第８条に基づき、方法書の縦覧期間中に事業者に１通の意見書が提出

され、この意見の概要と事業者の見解が、平成27年５月20日に知事に送付

された。 

  

 ３ 関係市長意見について 

条例第37条第１項に基づき、関係市長である横浜市長及び川崎市長に意

見を求めたところ、次のとおり意見が提出された。 

横浜市長からは、大気質について副生ガス供給量の変動や設備利用率等

を明らかにした予測・評価や、放出される熱について熱収支を用いた説明

の必要性などの意見があった。 

川崎市長からは、川崎市における窒素酸化物排出量の対策目標量が達

成・非達成を繰り返しながら推移している状況にあることなどから、より

一層の環境負荷低減を図る必要があることや、発電所全体における二酸化

炭素の排出抑制に向けて配慮することなどの意見があった。 

 

Ⅲ 意見 

 この方法書に対する意見について、条例第37条第２項に基づき関係市長意

見を考慮するとともに審査会の答申を踏まえ、法第10条第１項に基づき、次

のとおり意見を述べる。 

 

１ 総括事項 

方法書では、事業者は、事業の内容について、発電設備の出力等を検討

した経緯や新たに冷却塔を設置すること等を示した。また、環境影響評価

項目として施設の稼動に伴う大気質、水質、動物・植物・生態系等を選定

し、調査、予測及び評価を行うこととしている。 

しかしながら、発電設備の基本的な情報や更新前後の排熱の変化が示さ

れていないため、環境負荷のより一層の低減を検討した経緯が必ずしも明

らかになっていない。また、関係市長から、大気質について副生ガス供給

量の変動や設備利用率等を明らかにした予測・評価の必要性や、地域特性
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を踏まえた環境負荷のより一層の低減、発電所全体の温室効果ガスの排出

抑制に向けた配慮などについて意見が示されたことなどから、環境影響評

価準備書の作成に当たっては、次の個別事項に示すとおり適切な対応を図

ること。 

 

２ 個別事項 

（1） 事業内容 

ア 年間発電量、設備利用率など、設備の基本的な情報を環境影響評価

準備書で分かりやすく示すこと。 
 

イ 発電所全体及び１号機における更新前後の排熱について、熱収支の

観点から、環境影響評価準備書で示すこと。 
 

ウ フレアスタック（※２）の位置と高さ等について、景観等への影響が

考えられることから、環境影響評価準備書で示すこと。 

（※２  本事業では、設備の緊急停止など非常時に使用する燃焼放散塔を言う。） 
 

（2） 大気質 

老朽化した既設発電設備の更新により、大気汚染物質による環境負

荷を現状以下に抑制する計画となっているが、事業実施区域の大気環境

の状況を踏まえ、設備利用率などの根拠を明らかにした上で発電所全体

の大気汚染物質の年間排出総量を算定するとともに、適切な根拠に基づ

き評価し、より一層の環境負荷低減が図られるよう配慮すること。 
 

（3） 動物・植物・生態系 

ア 希少猛禽類のハヤブサへの影響や環境保全措置を検討するために、

周年の生息状況及び環境利用状況の調査を実施すること。 
 

イ 約１ヘクタールの樹林が伐採されることによる、動物及び生態系へ

の影響を、回避、低減するための環境保全措置を十分検討し、環境

影響評価準備書でその検討経緯を記載すること。 
 

（4） 温室効果ガス等 

老朽化した既設発電設備の更新により、総合的なエネルギー効率の

向上を図ることとしているが、設備利用率などの根拠を明らかにした上

で、発電所全体における温室効果ガスの総排出量を算定するとともに、

適切な根拠に基づき評価し、より一層の環境負荷低減が図られるよう配

慮すること。 
 

（5） その他 

環境影響評価準備書以降の図書の作成に当たっては、住民の理解が

得られるよう、正確かつ分かりやすい表現に配慮すること。 


